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(57)【要約】
【課題】色視野角が広範囲で改善され、かつ高コントラ
ストであるＶＡモード液晶表示装置の提供。
【解決手段】面内方向に光学軸を有する正の一軸性パタ
ーニング光学異方性層を有する表示側液晶表示装置用基
板及びＶＡ液晶層を含み、さらに法線方向に光学軸を有
する負の一軸性光学異方性層を含み、かつ式（１）０．
００１＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）及び式（
２）Δｎｖａ（４５０）－Δｎｖａ（６５０）＜Δｎｃ
（４５０）－Δｎｃ（６５０）［式中、Δｎｖａ（４５
０）及びΔｎｖａ（６５０）は、それぞれ波長４５０ｎ
ｍ及び６５０ｎｍにおける前記のＶＡ液晶層の複屈折を
示し、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０）はそれぞ
れ、法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層
の波長４５０ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折を示す
］を満たすＶＡモード液晶表示装置。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
基板、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層、及び基板の面内方向
に光学軸を有する正の一軸性パターニング光学異方性層を含み、かつ下記式（１）を満た
す液晶表示装置用基板：
式（１）　０．００１＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）
式中、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０）は、それぞれ、前記の基板面の法線方向に
光学軸を有する負の一軸性光学異方性層の波長４５０ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折
を示す。
【請求項２】
カラーフィルタ層を含み、かつ前記の基板の面内方向に光学軸を有する正の一軸性パター
ニング光学異方性層が、該カラーフィルタ層が示す色に対応してパターニングされている
請求項１に記載の液晶表示装置用基板。
【請求項３】
ＶＡ液晶層、及び表示側の液晶表示装置用基板として請求項１又は２に記載の液晶表示装
置用基板を有し、かつ下記式（２）を満たすＶＡモード液晶表示装置：
式（２）　Δｎｖａ（４５０）－Δｎｖａ（６５０）＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５
０）
式中、Δｎｖａ（４５０）及びΔｎｖａ（６５０）は、それぞれ波長４５０ｎｍ及び６５
０ｎｍにおける前記のＶＡ液晶層の複屈折を示し、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０
）はそれぞれ、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層の波長４５０
ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折を示す。
【請求項４】
一対の偏光板と、該一対の偏光板の間に、基板及び基板の面内方向に光学軸を有する正の
一軸性パターニング光学異方性層を有する表示側液晶表示装置用基板、ＶＡ液晶層、及び
バックライト側液晶表示装置用基板を含む液晶セルとを含み、
偏光板のいずれか一方またはバックライト側液晶表示装置用基板が、基板面の法線方向に
光学軸を有する負の一軸性光学異方性層を含み、かつ下記式（１）及び（２）を満たすＶ
Ａモード液晶表示装置：
式（１）　０．００１＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）
式（２）　Δｎｖａ（４５０）－Δｎｖａ（６５０）＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５
０）
式中、Δｎｖａ（４５０）及びΔｎｖａ（６５０）は、それぞれ波長４５０ｎｍ及び６５
０ｎｍにおける前記のＶＡ液晶層の複屈折を示し、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０
）はそれぞれ、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層の波長４５０
ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折を示す。
【請求項５】
表示側液晶表示装置用基板がカラーフィルタ層を含み、かつ前記の基板の面内方向に光学
軸を有する正の一軸性パターニング光学異方性層が、該カラーフィルタ層が示す色に対応
してパターニングされている請求項４に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置用基板および液晶表示装置に関し、特に、色視野角を改善する
ことができる液晶表示装置用基板および液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ワードプロセッサやノートパソコン、パソコン用モニターなどのＯＡ機器、携帯端末、
テレビなどに用いられる表示装置としては、ＣＲＴ（Ｃａｔｈｏｄｅ Ｒａｙ Ｔｕｂｅ）
がこれまで主に使用されてきた。近年、液晶表示装置が、薄型、軽量、且つ消費電力が小
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さいことからＣＲＴの代わりに広く使用されてきている。液晶表示装置（ＬＣＤ）は、液
晶セル及び偏光板を有する。偏光板は保護フィルムと偏光膜とからなり、ポリビニルアル
コールフィルムからなる偏光膜をヨウ素にて染色し、延伸を行い、その両面を保護フィル
ムにて積層して得られる。例えば、透過型液晶表示装置では、この偏光板を液晶セルの両
側に取り付け、さらには一枚以上の光学補償シートを配置することもある。一方、反射型
液晶表示装置では、反射板、液晶セル、一枚以上の光学補償シート、及び偏光板の順に配
置する。液晶セルは、液晶分子、それを封入するための二枚の基板及び液晶分子に電圧を
加えるための電極層からなる。液晶セルは、液晶分子の配向状態の違いで、ＯＮ、ＯＦＦ
表示を行い、透過型、反射型及び半透過型のいずれにも適用でき、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ
 Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔ
ｉｃａｌｌｙ Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ Ｂｅｎｄ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ Ａ
ｌｉｇｎｅｄ）、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ Ｂｉｒｅｆ
ｒｉｎｇｅｎｃｅ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ Ｔｗｉｓｔｅｄ Ｎｅｍａｔｉｃ）のような表
示モードが提案されている。しかしながら、従来の液晶表示装置で表示し得る色やコント
ラストは、ＬＣＤを見る時の角度によって変化する。そのため、液晶表示装置の視野角特
性は、ＣＲＴの性能を越えるまでには至っていない。
【０００３】
　この視野角特性を改良するために、視野角補償用位相差板（光学補償シート）が適用さ
れてきた。これまでに上述の様々の表示モードに対して種々の光学特性を有する光学補償
シートを用いることにより、優れたコントラスト視野角特性を有するＬＣＤが提案されて
いる。特にＯＣＢ、ＶＡ、ＩＰＳの３つのモードは広視野角モードとして全方位に渡り広
いコントラスト視野角特性を有するようになり、近年では、３０インチを超える大サイズ
ディスプレイもテレビ用途として既に家庭に普及し始めている。
【０００４】
　その中でもＶＡモードは、正面から見た場合の表示特性がＴＮモードと同様に優れてい
るのみならず、視野角補償用光学補償フィルムを適用することで広い視野角特性を発現す
ることもあり、現在最も普及しているＬＣＤモードとなっている。ＶＡモードでは、フィ
ルム面の方向に正の屈折率異方性を有する一軸配向性位相差板（正のａ－ｐｌａｔｅ）と
フィルム面に垂直な方向に光学軸を有する負の一軸性位相差板（負のｃ－ｐｌａｔｅ）を
用いることでより広い視野角特性を実現できることが知られている。（特許文献１、第１
２－１３頁、図５４参照）
【０００５】
　しかし、光学補償フィルムによる方法はコントラスト視野角特性を有効に改良できるが
、色視野角特性に対しては改良効果が十分ではなく、色視野角特性改良はＬＣＤの重要な
課題となっている。ＬＣＤの色視野角特性は、Ｒ、Ｇ、Ｂの代表的な３つの色において波
長が異なるため、同じ位相差でも偏光の位相差による変化が異なってしまうことに由来す
る。これを最適化するには、光学異方性材料の複屈折の波長依存性、すなわち複屈折波長
分散をＲ、Ｇ、Ｂに対して最適化してやることである。現在のＬＣＤではＯＮ、ＯＦＦ表
示に用いられる液晶分子の複屈折波長分散や光学補償フィルムの複屈折波長分散が容易に
制御できないため、未だ色視野角特性を十分改良するに至っていない。
【０００６】
　色視野角特性を改善するためには、主に液晶セル内にカラーフィルタなどと一緒にパタ
ーニングする方法などを用いることによって、光学補償をＲ、Ｇ、Ｂの３色に対して独立
に行う方式（特許文献２参照）や、複屈折波長分散を制御した光学補償を行う、変性ポリ
カーボネートを用いた位相差板（特許文献３参照）が提案されている。これらを反射型液
晶表示装置におけるλ／４板や、ＶＡモードに適用することにより、色視野角特性を改善
することができる。しかしながら、変性ポリカーボネートフィルムは原料自体が高価とい
うだけでなく、その製造工程において用いられる延伸においてボウイングなどの光学特性
の不均一性が発生するなどの理由から、未だ広くＬＣＤに用いられるに至っていない。
【特許文献１】特開平１０－１５３８０２号公報
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【特許文献２】ＧＢ２３９４７１８
【特許文献３】特開２００４－３７８３７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　垂直配向（ＶＡ）モードの液晶表示装置において、問題とされる色視野角が、広範囲で
改善されており、且つ高コントラストとなる液晶表示装置用基板、およびそれを用いて作
製した液晶表示装置を提供することが課題である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明はすなわち以下の［１］～［５］を提供するものである。
［１］基板、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層、及び基板の面
内方向に光学軸を有する正の一軸性パターニング光学異方性層を含み、かつ下記式（１）
を満たす液晶表示装置用基板：
式（１）　０．００１＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）
式中、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０）は、それぞれ、前記の基板面の法線方向に
光学軸を有する負の一軸性光学異方性層の波長４５０ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折
を示す。
［２］カラーフィルタ層を含み、かつ前記の基板の面内方向に光学軸を有する正の一軸性
パターニング光学異方性層が、該カラーフィルタ層が示す色に対応してパターニングされ
ている［１］に記載の液晶表示装置用基板。
【０００９】
［３］ＶＡ液晶層、及び表示側の液晶表示装置用基板として［１］又は［２］に記載の液
晶表示装置用基板を有し、かつ下記式（２）を満たすＶＡモード液晶表示装置：
式（２）　Δｎｖａ（４５０）－Δｎｖａ（６５０）＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５
０）
式中、Δｎｖａ（４５０）及びΔｎｖａ（６５０）は、それぞれ波長４５０ｎｍ及び６５
０ｎｍにおける前記のＶＡ液晶層の複屈折を示し、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０
）はそれぞれ、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層の波長４５０
ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折を示す。
【００１０】
［４］一対の偏光板と、該一対の偏光板の間に、基板及び基板の面内方向に光学軸を有す
る正の一軸性パターニング光学異方性層を有する表示側液晶表示装置用基板、ＶＡ液晶層
、及びバックライト側液晶表示装置用基板を含む液晶セルとを含み、
偏光板のいずれか一方またはバックライト側液晶表示装置用基板が、基板面の法線方向に
光学軸を有する負の一軸性光学異方性層を含み、かつ下記式（１）及び（２）を満たすＶ
Ａモード液晶表示装置：
式（１）　０．００１＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）
式（２）　Δｎｖａ（４５０）－Δｎｖａ（６５０）＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５
０）
式中、Δｎｖａ（４５０）及びΔｎｖａ（６５０）は、それぞれ波長４５０ｎｍ及び６５
０ｎｍにおける前記のＶＡ液晶層の複屈折を示し、Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０
）はそれぞれ、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層の波長４５０
ｎｍ及び６５０ｎｍにおける複屈折を示す。
【００１１】
［５］表示側液晶表示装置用基板がカラーフィルタ層を含み、かつ前記の基板の面内方向
に光学軸を有する正の一軸性パターニング光学異方性層が、該カラーフィルタ層が示す色
に対応してパターニングされている［４］に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１２】
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　本発明の液晶表示装置においては垂直配向（ＶＡ）モードの液晶表示装置は、従来のＶ
Ａモード液晶表示装置と比較して色視野角が広範囲で改善されており、かつ高コントラス
トの画像表示が可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明を詳細に説明する。なお、本明細書において「～」とはその前後に記載さ
れる数値を下限値および上限値として含む意味で使用される。
【００１４】
　本明細書において、角度について「実質的に」とは、厳密な角度との誤差が±５°未満
の範囲内であることを意味する。さらに、厳密な角度との誤差は、４°未満であることが
好ましく、３°未満であることがより好ましい。複屈折について「実質的に」とは、複屈
折が±５％以内の差であることを意味する。さらに、複屈折が実質的に０でないとは、複
屈折が０.０１以上であることを意味する。また、屈折率の測定波長は特別な記述がない
限り、可視光域の任意の波長を指す。なお、本明細書において、「可視光」とは、波長が
４００～７００ｎｍの光のことをいう。
【００１５】
　本明細書において、Δｎｃ（λ）は波長λｎｍの光に対する負の一軸性光学異方性層の
厚み方向の複屈折を、Δｎｖａ（λ）は波長λｎｍの光に対するＶＡ液晶の厚み方向の複
屈折を表す。本発明の液晶表示装置においては、０．００１＜Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ
（６５０）であることが好ましく、Δｎｖａ（４５０）－Δｎｖａ（６５０）＜Δｎｃ（
４５０）－Δｎｃ（６５０）であることがより好ましい。
　ここで、複屈折はＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ（王子計測機器（株）製）の計測値
によって算出される波長λｎｍの光に対する厚み方向のレターデーションＲｔｈ（λ）を
、光学異方性層の厚みで割ることによって求めることができる。
【００１６】
　Ｒｔｈ（λ）は、以下の方法によって算出できる。波長λｎｍにおける面内のレターデ
ーションをＲｅ（λ）とすると、Ｒｅ（λ）は、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ（王子
計測機器（株）製）において、位相差層を有する基板の法線方向に波長λｎｍの光を入射
させることにより測定される。さらに、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ
により判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には基板面内の任意の
方向を回転軸とする）の基板の法線方向に対して法線方向から片側５０°まで１０°ステ
ップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、その測
定されたレターデーション値と平均屈折率及び膜厚値を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又は
ＷＲがＲｔｈ（λ）を算出する。また、平均屈折率はアッベ屈折計、膜厚は触診膜厚計で
測定することができる。上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある
傾斜角度にレターデーションの値がゼロとなる方向をもつ基板の場合には、その傾斜角度
より大きい傾斜角度でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　
２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。尚、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場
合には基板面内の任意の方向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーシ
ョン値を測定し、その値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の式（
２１）及び式（２２）よりＲｔｈを算出することもできる。下記式のＲｅ（θ）は法線方
向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション値をあらわす。また、式中、ｎｘは
面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘに直交する方向の屈折
率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する方向の屈折率を表している。
【００１７】
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【数１】

　
【００１８】
　Δｎｃ（４５０）及びΔｎｃ（６５０）の算出にそれぞれ必要であるＲｔｈ（４５０）
及びＲｔｈ（６５０）の値は、波長４５０ｎｍ及び６５０ｎｍにおけるＲｔｈをそれぞれ
測定する以外に、以下のように求めることが可能である。
　測定装置により３以上の異なる波長λｎｍ（例としてλ＝４７９．２、５４６．３、６
３２．８、７４５．３）を用いて測定し、これらの値をコーシーの式（第３項まで、Ｒｔ
ｈ（λ）＝Ａ＋Ｂ／λ2＋Ｃ／λ4）にて近似して求めたＡ、Ｂ、Ｃから、波長λｎｍにお
けるＲｔｈ（λ）をプロットし直すことによって、Ｒｔｈ（４５０）、Ｒｔｈ（６５０）
を求めることができる。
【００１９】
　本発明の液晶表示装置用装置は、ＶＡモード液晶表示装置の視野角補償のための２つの
光学異方性層を有する。
　第１の光学異方性層として、基板面内に光学軸を有する正の一軸性光学異方性層が、基
板のＶＡ液晶層側に存在する各色のカラーフィルタ層に実質的に接するように形成されて
おり、さらに、その光学異方性層は、各色のカラーフィルタに応じた視野角補償をするた
めに、カラーフィルタ層が示す色ごとに面内レターデーションが最適化されるようパター
ニングされていればよい。本明細書において、上記の「パターン上に形成された基板面内
に光学軸を有する正の一軸性位相差層」を「パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層
」という場合がある。
　また、第２の光学異方性層として、基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学
異方性層が、液晶表示装置用基板の両面いずれか一方に形成されているか、または、フィ
ルムとして、両側もしくはいずれか一方の液晶表示装置用基板に、接着層を介してＶＡ液
晶層とは反対側に貼り合わされている。本明細書において、上記の「基板面の法線方向に
光学軸を有する負の一軸性光学異方性層」を基板の一部として設ける場合は「負ｃ－ｐｌ
ａｔｅ光学異方性層」と、偏光板の保護フィルムなどのフィルムとして設ける場合は「負
ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルム」という場合がある。
　なお、本明細書において特に言及しない場合は、「液晶表示装置用基板」と「基板」は
通常区別して用いられる。
【００２０】
［液晶表示装置用基板］
　図１（ａ）～（ｆ）にパターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層及び負ｃ－ｐｌａｔ
ｅ光学異方性層を有する液晶表示装置用基板の例の概略断面図を示す。なお、図1及び図
２に示す概略断面図に示される各層の間には各層の接着、光学異方性層における液晶性化
合物の配向などのための他の層が存在していてもよい。
　まず図１（ａ）の例について説明する。基板１２は透明であれば特に限定はないが、ガ
ラスや低複屈折性ポリマー等、複屈折が小さい支持体が望ましい。基板１２上には、ブラ
ックマトリクス１４が形成された上に、カラーフィルタ層１３、パターニング正ａ－ｐｌ
ａｔｅ光学異方性層１５、及び、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１６がこの順に形成され
ている。カラーフィルタ層１３は少なくともＲ、Ｇ、Ｂの３領域を有し、Ｗ（白）の領域
を有していてもよい。パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１５は各Ｒ，Ｇ，Ｂの
２３に対して、それぞれ最適な位相差を有するｒ、ｇ、ｂ領域を有するように形成するこ
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とができる。ここで、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１６を正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性
層１５と同様にパターニングすることによって、さらに好適な視野角補償を達成する光学
的構成とすることが可能であると考えられる。しかし、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１
６をパターニングすることによっては、工程数が増加しコスト上昇も避けられない。従っ
て、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１６については、波長分散が順分散であって、かつ、
複屈折が使用される液晶表示装置におけるＶＡ液晶より大きい材料を選定することにより
、コストを上昇させることなく視野角を改善させればよい。正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性
層につきパターニングしない場合に求められる波長分散性は逆分散となるが、視野角を十
分改善できるほど逆分散性を有する正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層用材料は未だ開発され
ていない。従って、正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層をパターニングすることによる効果は
、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１６をパターニングすることによって得られる効果より
も大きい。
【００２１】
　図１（ｂ）は図１（ａ）に対してカラーフィルタ層１３とパターニング正ａ－ｐｌａｔ
ｅ光学異方性層１５の順序を入れ替えた液晶表示装置用基板、図１（ｃ）は基板１２上に
負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層１６を形成した後ブラックマトリクス１４を形成する液晶
表示装置用基板、図１（ｄ）は図１（ｃ）に対して１３と１５の順序を入れ替えた液晶表
示装置用基板、図１（ｅ）は基板１２に対し、光学異方性層側とは反対側に負ｃ－ｐｌａ
ｔｅ光学異方性フィルム１７が貼り合わされた基板、図１（ｆ）は図１（ｅ）に対して１
３と１５の順序を入れ替えた液晶表示装置用基板である。ここで、図１（ｅ）、図１（ｆ
）の基板が有している負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルム１７は基板面の法線方向に光
学軸を有する負の一軸性位相差フィルムであれば特に限定されず、ポリマーフィルム等か
らなる支持体上に液晶性化合物を含む組成物を塗布して形成したフィルムであってもよく
、セルロースアシレートフィルムであってもよい。セル内の光学異方性層を設けるために
光学異方性層がガラス基板に強固に保持される図１（ａ）～（ｄ）のような場合に比べて
、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルム１７は温湿度で寸度変化に起因するコーナームラ
が発生しやすいため、図１（ａ）～（ｄ）の構成がより好ましい。また、１５、１６およ
び１７で示される光学異方性層を形成する前に、光学異方性層を形成する下地層上には、
配向層を形成することが好ましい。
【００２２】
［液晶表示装置］
　図２（ａ）～（ｊ）に本発明の液晶表示装置の例の概略断面図を示す。
　まず図２（ａ）の例について説明する。図２（ａ）の例は、図１（ａ）の液晶表示装置
用基板１１がＴＦＴ２４を有する基板の対向基板として用いられ、両基板間に透明電極層
２１、ＶＡ液晶層のための配向層２２を形成した後、ＶＡ液晶層２３を挟んだＶＡ液晶セ
ル２７を用いた液晶表示装置である。液晶セル２７の両側には、２枚のセルロースアセテ
ートフィルム２５に挟まれた偏光層２６からなる偏光板２８、２９が配置されている。２
８をバックライト側、２９を表示側とした。同様に、図２（ｂ）～（ｆ）の例は、それぞ
れ図１（ｂ）～（ｆ）に示す液晶表示装置用基板を用いた液晶表示装置である。図２（ｇ
）～（ｊ）は、図１（ａ）もしくは（ｂ）に示す液晶表示装置用基板１１から負ｃ－ｐｌ
ａｔｅ光学異方性層１６を除いた液晶表示装置用基板を用い、対向基板側に代替となる負
ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性を付与した液晶表示装置である。（ｇ）、（ｈ）のようにＴＦ
Ｔ２４を有する基板上に１６を形成する場合、対向基板上であればどの位置に形成されて
もよいが、特にアクティブ駆動型の場合、光学異方性層の耐熱性からシリコン層よりも上
である（ＴＦＴシリコン層を作製後に光学異方性層を作製する）ことが好ましい。また、
図２（ｉ）、（ｊ）の偏光板２８、図２（ｅ）、（ｆ）の偏光板２９における液晶セル側
のセルロースアセテートフィルムとしては、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルム１７が
用いられている。
【００２３】
以下、本発明の液晶表示装置用基板について、材料、製造方法等を、詳細に説明する。た
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だし、本発明はこの態様に限定されるものではなく、他の態様についても、以下の記載お
よび従来公知の方法を参考にして実施可能であって、本発明は以下に説明する態様に限定
されるものではない。
【００２４】
［基板］
　本発明の液晶表示装置用基板に用いられる基板は、透明であれば特に限定はなく、表面
に酸化ケイ素皮膜を有するソーダガラス板、低膨張ガラス、ノンアルカリガラス、石英ガ
ラス板等の公知のガラス板でも、ポリマーからなる透明基板でもよい。液晶表示装置用の
場合、液晶駆動時の高温に耐えうるための耐熱性を有することが好ましい。そのような耐
熱性基板としては、ガラス板もしくはポリイミド、ポリエーテルスルホン、耐熱性ポリカ
ーボネート、ポリエチレンナフタレートが好ましく、特に価格、透明性、耐熱性の観点か
らガラス板が好ましい。また、基板は、予めカップリング処理を施しておくことにより、
転写接着層との密着を良好にすることができる。該カップリング処理としては、特開２０
００－３９０３３号公報記載の方法が好適に用いられる。尚、特に限定されるわけではな
いが、基板の膜厚としては、１００～１２００μｍが一般的に好ましく、３００～１００
０μｍが特に好ましい。
【００２５】
［光学異方性層］
　本発明の光学異方性層は、位相差を測定したときにＲｅが実質的に０でない入射方向が
一つでもある、即ち等方性でない光学特性を有していれば特に限定はない。光学異方性層
、特に、パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層及び液晶表示装置用基板の一部とし
て設けられる負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層については、光学特性を制御しやすいなどの
観点から、少なくとも一種の液晶性化合物を含有する液晶層に紫外線を照射することで硬
化させて形成された層であることが好ましい。また、光学異方性層の光学特性は、例えば
、液晶性化合物の種類や、混合する配向剤の種類又は添加量、配向膜の種類や配向膜のラ
ビング処理条件、又は紫外線の照射条件等によって好ましい範囲に調整することができる
。光学異方性層の厚さは、０．１～２０μｍであることが望ましく、０．５～１０μｍで
あることがさらに望ましい。以下、液晶性化合物を含む組成物から形成される光学異方性
層について説明する。
【００２６】
［液晶性化合物］
　一般的に、液晶性化合物はその形状から、棒状タイプと円盤状タイプに分類できる。さ
らにそれぞれ低分子と高分子タイプがある。高分子とは一般に重合度が１００以上のもの
を指す（高分子物理・相転移ダイナミクス，土井　正男　著，２頁，岩波書店，１９９２
）。
　本発明において、正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層は棒状液晶性化合物を含む組成物から
形成されることが好ましく、負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層は、ディスコティック液晶性
化合物または棒状液晶性化合物とカイラル剤とを含む組成物から形成されることが好まし
い。
　液晶性化合物を含む組成物としては、重合反応により硬化して層となるため温度変化や
湿度変化を小さくすることができる等のメリットを有する硬化性液晶組成物が好ましい。
そのため、前記組成物は、反応性基等の重合性成分を含有していることが望ましい。液晶
性化合物そのものが重合性であっても、別途重合性モノマーを添加してもよいが、液晶性
化合物そのものが重合性であることが好ましく、前記組成物は、少なくとも分子中に反応
性基を２個以上有する液晶性化合物を少なくとも１つ含むことがさらに好ましい。液晶性
化合物は二種類以上の混合物でもよく、その場合少なくとも１つが２以上の反応性基を有
していることが好ましい。また、液晶性化合物は、最終的な光学異方性層での形態におい
て液晶性である必要はなく、例えば、光学異方性層においては、前記組成物中の熱、光等
に対する反応性基を有する液晶性化合物が、熱、光等で反応により重合または架橋して高
分子量化し液晶性を失っていてもよい。
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【００２７】
　反応性基を有する棒状液晶性化合物として、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェ
ニル類、シアノフェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フ
ェニルエステル類、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類
、アルコキシ置換フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類およびアルケ
ニルシクロヘキシルベンゾニトリル類が好ましく用いられる。さらに、下記一般式（Ｉ）
で表される棒状液晶性化合物が特に好ましく用いられる。一般式（Ｉ）中、Ｑ1およびＱ2

はそれぞれ独立に、反応性基であり、Ｌ1、Ｌ2、Ｌ3およびＬ4はそれぞれ独立に、単結合
または二価の連結基を表すが、Ｌ3およびＬ4の少なくとも一方は、－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－が好
ましい。Ａ1およびＡ2はそれぞれ独立に、炭素原子数２～２０のスペーサ基を表す。Ｍは
メソゲン基を表す。
　一般式（Ｉ）：Ｑ1－Ｌ1－Ａ1－Ｌ3－Ｍ－Ｌ4－Ａ2－Ｌ2－Ｑ2

【００２８】
　以下に、上記一般式（Ｉ）で表される反応性基を有する棒状液晶性化合物についてさら
に詳細に説明する。式中、Ｑ1およびＱ2は、それぞれ独立に、反応性基である。反応性基
の重合反応は、付加重合（開環重合を含む）または縮合重合であることが好ましい。換言
すれば、反応性基は付加重合反応または縮合重合反応が可能な反応性基であることが好ま
しい。以下に反応性基の例を示す。
【００２９】
【化１】

【００３０】
　Ｌ1、Ｌ2、Ｌ3およびＬ4で表される二価の連結基としては、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＯ－
、－ＮＲ2－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－、－ＣＯ－ＮＲ2－、－ＮＲ2－ＣＯ－、
－Ｏ－ＣＯ－、－Ｏ－ＣＯ－ＮＲ2－、－ＮＲ2－ＣＯ－Ｏ－、およびＮＲ2－ＣＯ－ＮＲ2

－からなる群より選ばれる二価の連結基であることが好ましい。上記Ｒ2は炭素原子数が
１～７のアルキル基または水素原子である。この場合、Ｌ3およびＬ4の少なくとも一方は
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Ｌ2－は、ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＯ－Ｏ－、ＣＨ2＝Ｃ（ＣＨ3）－ＣＯ－Ｏ－およびＣＨ2＝Ｃ
（Ｃｌ）－ＣＯ－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－が好ましく、ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＯ－Ｏ－が最も好ましい
。
【００３１】
　Ａ1およびＡ2は、炭素原子数２～２０を有するスペーサ基を表す。炭素原子数２～１２
のアルキレン基、アルケニレン基、およびアルキニレン基が好ましく、特にアルキレン基
が好ましい。スペーサ基は鎖状であることが好ましく、隣接していない酸素原子または硫
黄原子を含んでいてもよい。また、前記スペーサ基は、置換基を有していてもよく、ハロ
ゲン原子（フッ素、塩素、臭素）、シアノ基、メチル基、エチル基が置換していてもよい
。
【００３２】
　Ｍで表されるメソゲン基としては、すべての公知のメソゲン基が挙げられる。特に下記
一般式（II）で表される基が好ましい。
　一般式（II）：－（－Ｗ1－Ｌ5）n－Ｗ2－
式中、Ｗ1およびＷ2は各々独立して、二価の環状アルキレン基もしくは環状アルケニレン
基、二価のアリール基または二価のヘテロ環基を表し、Ｌ5は単結合または連結基を表し
、連結基の具体例としては、前記式（Ｉ）中、Ｌ1～Ｌ4で表される基の具体例、－ＣＨ2

－Ｏ－、および－Ｏ－ＣＨ2－が挙げられる。ｎは１、２または３を表す。
【００３３】
　Ｗ1およびＷ2としては、１，４－シクロヘキサンジイル、１，４－フェニレン、ピリミ
ジン－２，５－ジイル、ピリジン－２，５ジイル、１，３，４－チアジアゾール－２，５
－ジイル、１，３，４－オキサジアゾール－２，５－ジイル、ナフタレン－２，６－ジイ
ル、ナフタレン－１，５－ジイル、チオフェン－２，５－ジイル、ピリダジン－３，６－
ジイルが挙げられる。１，４－シクロヘキサンジイルの場合、トランス体およびシス体の
構造異性体があるが、どちらの異性体であってもよく、任意の割合の混合物でもよい。ト
ランス体であることがより好ましい。Ｗ1およびＷ2は、それぞれ置換基を有していてもよ
い。置換基としては、ハロゲン原子（フッ素、塩素、臭素、ヨウ素）、シアノ基、炭素原
子数１～１０のアルキル基（メチル基、エチル基、プロピル基など）、炭素原子数１～１
０のアルコキシ基（メトキシ基、エトキシ基など）、炭素原子数１～１０のアシル基（ホ
ルミル基、アセチル基など）、炭素原子数１～１０のアルコキシカルボニル基（メトキシ
カルボニル基、エトキシカルボニル基など）、炭素原子数１～１０のアシルオキシ基（ア
セチルオキシ基、プロピオニルオキシ基など）、ニトロ基、トリフルオロメチル基、ジフ
ルオロメチル基などが挙げられる。
【００３４】
　前記一般式（II）で表されるメソゲン基の基本骨格で好ましいものを、以下に例示する
。これらに上記置換基が置換していてもよい。
【００３５】
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【化２】

【００３６】
　以下に、前記一般式（Ｉ）で表される化合物の例を示すが、本発明はこれらに限定され
るものではない。なお、一般式（Ｉ）で表される化合物は、特表平１１－５１３０１９号
公報に記載の方法で合成することができる。
【００３７】
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【００３８】
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【００３９】
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【化５】

【００４０】
【化６】
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【００４１】
ディスコティック液晶化合物としては、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研究報告、Ｍｏｌ．Ｃ
ｒｙｓｔ．７１巻、１１１頁（１９８１年）に記載されているベンゼン誘導体、Ｃ．Ｄｅ
ｓｔｒａｄｅらの研究報告、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．１２２巻、１４１頁（１９８５年）、
Ｐｈｙｓｉｃｓｌｅｔｔ，Ａ，７８巻、８２頁（１９９０）に記載されているトルキセン
誘導体、Ｂ．Ｋｏｈｎｅらの研究報告、Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９６巻、７０頁（１９８
４年）に記載されたシクロヘキサン誘導体及びＪ．Ｍ．Ｌｅｈｎらの研究報告、Ｊ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．，１７９４頁（１９８５年）、Ｊ．Ｚｈａｎｇらの研究報告、Ｊ．
Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１６巻、２６５５頁（１９９４年）に記載されているアザク
ラウン系やフェニルアセチレン系マクロサイクルなどを挙げることができる。上記ディス
コティック化合物は、一般的にこれらを分子中心の円盤状の母核とし、直鎖のアルキル基
やアルコキシ基、置換ベンゾイルオキシ基等の基（Ｌ）が放射線状に置換された構造であ
り、液晶性を示す。ただし、このような分子の集合体が一様に配向した場合は負の一軸性
を示すが、この記載に限定されるものではない。
【００４２】
　本発明では、下記一般式（III）で表されるディスコティック液晶性化合物を用いるの
が好ましい。
　一般式（III）：　Ｄ（－Ｌ－Ｐ）n

　式中、Ｄは円盤状コアであり、Ｌは二価の連結基であり、Ｐは重合性基であり、ｎは４
～１２の整数である。
【００４３】
　前記式（III）中、円盤状コア（Ｄ）、二価の連結基（Ｌ）および重合性基（Ｐ）の好
ましい具体例は、それぞれ、特開２００１－４８３７号公報に記載の（Ｄ１）～（Ｄ１５
）、（Ｌ１）～（Ｌ２５）、（Ｐ１）～（Ｐ１８）が挙げられ、同公報に記載される円盤
状コア（Ｄ）、二価の連結基（Ｌ）および重合性基（Ｐ）に関する内容をここに好ましく
適用することができる。
【００４４】
　上記ディスコティック化合物の好ましい例を下記に示す。
【００４５】
【化７】

【００４６】
【化８】
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【００４７】
【化９】

【００４８】

【化１０】

【００４９】

【化１１】

【００５０】
【化１２】
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【化１３】

【００５２】
【化１４】

【００５３】
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【化１５】

【００５４】

【化１６】

【００５５】
【化１７】

【００５６】
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［パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層の作製方法］
　液晶性化合物を含む組成物から正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層を形成する場合は、通常
、基板（基板上に他の層が形成されていてもよい）等の上に、液晶性化合物を含む組成物
を塗布し、液晶相形成温度で熟成・配向させたあと、その状態のまま熱または電離放射線
照射して、光学異方性層を得ることができる。
【００５７】
　パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層の作製方法としては特に限定はなく、例え
ば、以下の方法（i）～（iv）をあげることができる。
（i）フォトリソグラフィーにより各色ごとに光学異方性層を形成する方法。例えば、Ｂ
ｉａｎ
　ｃａ Ｍ． Ｉ． ｖａｎ ｄｅｒ Ｚａｎｄｅ， ｅｔ ａｌ．， Ａｄｖ． Ｆｕｎｃｔ．
　 Ｍａｔｅｒ． ２００６， １６， ７９１-７９８等に記載の公知の方法を用いること
が　できる。
（ii）カラーフィルタ等によりあらかじめ段差を有する基板上に光学異方性層をベタ塗布
する方法。例えば、特開２００５-２４９１９号公報等に記載の方法を参照することがで
きる。１回の工程で容易にパターニング光学異方性層を作製できるため望ましい。
（iii）仮支持体上に光学異方性層、着色した感光性樹脂層を順に形成した転写材料を用
いて、各カラーフィルタを転写方式によって作製すると同時に光学異方性層を形成する方
法。例えば、特開２００７-７２２５３号公報等に記載の方法を参照することができる。
カラーフィルタを作製しながら、工程数が増加することなく光学異方性層も形成すること
できる。
（iv）印刷方式やインクジェット方式を利用して光学異方性層を形成する方法。例えば、
特開２００６－６４８５８号公報等に記載の方法を参照することができる。光学異方性層
を形成するにあたっての負荷が最も小さいため、コスト上のメリットは大きい。
　上記の方法（i）～（iv）のうち、（iii）又は(iv)が好ましく、（iii）がより好まし
い。
【００５８】
　棒状液晶性化合物を含む組成物から正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層を形成する場合又は
ディスコティック液晶性化合物を含む組成物から負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層を形成す
る場合において、液晶性化合物を含む組成物中に、下記一般式（１）～（３）で表される
化合物の少なくとも一種を含有させることで、液晶性化合物の分子を実質的に水平配向さ
せることが好ましい。尚、本明細書において「水平配向」とは、棒状液晶の場合、分子長
軸と透明支持体の水平面が平行であることをいい、円盤状液晶の場合、円盤状液晶性化合
物のコアの円盤面と透明支持体の水平面が平行であることをいうが、厳密に平行であるこ
とを要求するものではなく、本明細書では、水平面とのなす傾斜角が１０度未満の配向を
意味するものとする。傾斜角は０～５度が好ましく、０～３度がより好ましく、０～２度
がさらに好ましく、０～１度が最も好ましい。
以下、下記一般式（１）～（３）について、順に説明する。
【００５９】
【化１８】

　
式中、Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は各々独立して、水素原子又は置換基を表し、Ｘ1、Ｘ2及びＸ3は
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単結合又は二価の連結基を表す。Ｒ1～Ｒ3で各々表される置換基としては、好ましくは置
換もしくは無置換の、アルキル基（中でも、無置換のアルキル基またはフッ素置換アルキ
ル基がより好ましい）、アリール基（中でもフッ素置換アルキル基を有するアリール基が
好ましい）、置換もしくは無置換のアミノ基、アルコキシ基、アルキルチオ基、ハロゲン
原子である。Ｘ1、Ｘ2及びＸ3で各々表される二価の連結基は、アルキレン基、アルケニ
レン基、二価の芳香族基、二価のヘテロ環残基、－ＣＯ－、―ＮＲa－（Ｒaは炭素原子数
が１～５のアルキル基または水素原子）、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ2－及びそ
れらの組み合わせからなる群より選ばれる二価の連結基であることが好ましい。二価の連
結基は、アルキレン基、フェニレン基、－ＣＯ－、－ＮＲa－、－Ｏ－、－Ｓ－及び－Ｓ
Ｏ2－からなる群より選ばれる二価の連結基又は該群より選ばれる基を少なくとも二つ組
み合わせた二価の連結基であることがより好ましい。アルキレン基の炭素原子数は、１～
１２であることが好ましい。アルケニレン基の炭素原子数は、２～１２であることが好ま
しい。二価の芳香族基の炭素原子数は、６～１０であることが好ましい
【００６０】

【化１９】

【００６１】
式中、Ｒは置換基を表し、ｍは０～５の整数を表す。ｍが２以上の整数を表す場合、複数
個のＲは同一でも異なっていてもよい。Ｒとして好ましい置換基は、Ｒ1、Ｒ2、及びＲ3

で表される置換基の好ましい範囲として挙げてものと同じである。ｍは、好ましくは１～
３の整数を表し、特に好ましくは２又は３である。
【００６２】
【化２０】

【００６３】
式中、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8及びＲ9は各々独立して、水素原子又は置換基を表す。Ｒ
4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8及びＲ9でそれぞれ表される置換基は、好ましくは一般式（Ｉ）に
おけるＲ1、Ｒ2及びＲ3で表される置換基の好ましいものとして挙げたものである。本発
明に用いられる水平配向剤については、特開２００５－９９２４８号公報の段落番号［０
０９２］～［００９６］に記載の化合物を用いることができ、それら化合物の合成法も該
明細書に記載されている。
【００６４】
前記一般式（１）～（３）で表される化合物の添加量としては、液晶性化合物の質量の０
．０１～２０質量％が好ましく、０．０１～１０質量％がより好ましく、０．０２～１質
量％が特に好ましい。なお、前記一般式（１）～（３）にて表される化合物は、単独で用
いてもよいし、二種以上を併用してもよい。
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【００６５】
光学異方性層は、液晶性化合物および下記の重合開始剤や他の添加剤を含む塗布液を、後
述する所定の配向層の上に塗布することで形成することが好ましい。塗布液の調製に使用
する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例には、アミド（例、Ｎ
，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスルホキシド）、ヘテロ環
化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、アルキルハライド（例
、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（例、酢酸メチル、酢酸ブチル）、ケトン
（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エーテル（例、テトラヒドロフラン、１，２－
ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハライドおよびケトンが好ましい。二種類以上
の有機溶媒を併用してもよい。
【００６６】
　前記光学異方性層は、液晶性化合物を含有する組成物（例えば塗布液）を、後述する配
向層の表面に塗布し、所望の液晶相を示す配向状態とした後、該配向状態を熱又は電離放
射線の照射により固定することで作製された層であるのが好ましい。固定化は、液晶性化
合物に導入した反応性基の重合反応により実施することが好ましい。重合反応には、熱重
合開始剤を用いる熱重合反応と光重合開始剤を用いる光重合反応とが含まれるが、光重合
反応がより好ましい。光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米国特許２３６７
６６１号、同２３６７６７０号の各明細書記載）、アシロインエーテル（米国特許２４４
８８２８号明細書記載）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（米国特許２７２２
５１２号明細書記載）、多核キノン化合物（米国特許３０４６１２７号、同２９５１７５
８号の各明細書記載）、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェニルケトン
との組み合わせ（米国特許３５４９３６７号明細書記載）、アクリジンおよびフェナジン
化合物（特開昭６０－１０５６６７号公報、米国特許４２３９８５０号明細書記載）およ
びオキサジアゾール化合物（米国特許４２１２９７０号明細書記載）が含まれる。
【００６７】
　光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１～２０質量％であることが好まし
く、０．５～５質量％であることがさらに好ましい。液晶性化合物の重合のための光照射
は、紫外線を用いることが好ましい。照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～１０Ｊ／ｃ
ｍ2であることが好ましく、１００～８００ｍＪ／ｃｍ2であることがさらに好ましい。光
重合反応を促進するため、窒素雰囲気下あるいは加熱条件下で光照射を実施してもよい。
【００６８】
［配向層］
液晶性化合物を含む組成物から光学異方性層を形成する場合には、配向層を利用してもよ
い。配向層は、その上に設けられる液晶性化合物の配向方向を規定するように機能する。
配向層は、光学異方性層に配向性を付与できるものであれば、どのような層でもよい。配
向層の好ましい例としては、有機化合物（好ましくはポリマー）のラビング処理された層
、無機化合物の斜方蒸着層、及びマイクログルーブを有する層、さらにω－トリコサン酸
、ジオクタデシルメチルアンモニウムクロライド及びステアリル酸メチル等のラングミュ
ア・ブロジェット法（ＬＢ膜）により形成される累積膜、あるいは電場あるいは磁場の付
与により誘電体を配向させた層を挙げることができる。
【００６９】
配向層用の有機化合物の例としては、ポリメチルメタクリレート、アクリル酸／メタクリ
ル酸共重合体、スチレン／マレインイミド共重合体、ポリビニルアルコール、ポリ（Ｎ－
メチロールアクリルアミド）、スチレン／ビニルトルエン共重合体、クロロスルホン化ポ
リエチレン、ニトロセルロース、ポリ塩化ビニル、塩素化ポリオレフィン、ポリエステル
、ポリイミド、酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体、カル
ボキシメチルセルロース、ポリエチレン、ポリプロピレン及びポリカーボネート等のポリ
マー及びシランカップリング剤等の化合物を挙げることができる。好ましいポリマーの例
としては、ポリイミド、ポリスチレン、スチレン誘導体のポリマー、ゼラチン、ポリビル
アルコール及びアルキル基（炭素原子数６以上が好ましい）を有するアルキル変性ポリビ
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ルアルコールを挙げることができる。
【００７０】
配向層の形成には、ポリマーを使用するのが好ましい。利用可能なポリマーの種類は、液
晶性化合物の配向（特に平均傾斜角）に応じて決定することができる。例えば、液晶性化
合物を水平に配向させるためには配向層の表面エネルギーを低下させないポリマー（通常
の配向用ポリマー）を用いる。具体的なポリマーの種類については液晶セルまたは光学補
償シートについて種々の文献に記載がある。例えば、ポリビニルアルコールもしくは変性
ポリビニルアルコール、ポリアクリル酸もしくはポリアクリル酸エステルとの共重合体、
ポリビニルピロリドン、セルロースもしくは変性セルロース等が好ましく用いられる。配
向層用素材には液晶性化合物の反応性基と反応できる官能基を有してもよい。反応性基は
、側鎖に反応性基を有する繰り返し単位を導入するか、あるいは、環状基の置換基として
導入することができる。界面で液晶性化合物と化学結合を形成する配向層を用いることが
より好ましく、かかる配向層としては特開平９－１５２５０９号公報に記載されており、
酸クロライドやカレンズＭＯＩ（昭和電工（株）製）を用いて側鎖にアクリル基を導入し
た変性ポリビニルアルコールが特に好ましい。配向層の厚さは０．０１～５μｍであるこ
とが好ましく、０．０５～２μｍであることがさらに好ましい。配向層は酸素遮断膜とし
ての機能を有していてもよい。
【００７１】
また、ＬＣＤの配向層として広く用いられているポリイミド膜（好ましくはフッ素原子含
有ポリイミド）も有機配向層として好ましい。これはポリアミック酸（例えば、日立化成
工業（株）製のＬＱ／ＬＸシリーズ、日産化学（株）製のＳＥシリーズ等）を支持体面に
塗布し、１００～３００℃で０．５～１時間焼成した後、ラビングすることにより得られ
る。
【００７２】
また、前記ラビング処理は、ＬＣＤの液晶配向処理工程として広く採用されている処理方
法を利用することができる。即ち、配向層の表面を、紙やガーゼ、フェルト、ゴムあるい
はナイロン、ポリエステル繊維などを用いて一定方向に擦ることにより配向を得る方法を
用いることができる。一般的には、長さ及び太さが均一な繊維を平均的に植毛した布など
を用いて数回程度ラビングを行うことにより実施される。
【００７３】
また、無機斜方蒸着膜の蒸着物質としては、ＳｉＯ2を代表とし、ＴｉＯ2、ＺｎＯ2等の
金属酸化物、あるいやＭｇＦ2等のフッ化物、さらにＡｕ、Ａｌ、等の金属が挙げられる
。尚、金属酸化物は、高誘電率のものであれば斜方蒸着物質として用いることができ、上
記に限定されるものではない。無機斜方蒸着膜は、蒸着装置を用いて形成することができ
る。
【００７４】
光学異方性層は、液晶性化合物を仮配向層上で配向させ、その配向を固定化した後、透明
支持体に粘着剤を用いるなどして転写することもできるが、生産性の観点からは転写なし
に直接形成することが好ましい。
【００７５】
［基板面の法線方向に光学軸を有する負の一軸性光学異方性層］
　液晶性化合物を含む組成物から負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層を形成する場合、負ｃ－
ｐｌａｔｅ光学異方性層は、液晶性化合物（好ましくは前記ディスコティック液晶組成物
）を含む組成物を、基板（基板上に上記の配向層などの他の層が形成されていてもよい）
上に塗布し、液晶相形成温度で熟成・配向させたあと、その状態のまま熱または電離放射
線照射することにより得ることができる。
【００７６】
　液晶性化合物を含む組成物から負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルムを形成する場合、
負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルムはポリマーフィルム等からなる支持体（配向層など
の他の層が形成されていてもよい）上に、塗布することにより作製される。例えば、重合
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性基を有するディスコティック液晶化合物を用いた場合、紫外線や加熱などによって、デ
ィスコティック分子の円盤面の光軸と層面とのなす角が直交するホメオトロピック配向状
態のまま固定させることができ、光学異方性を発現させることができる。　ここでは、支
持体であるポリマーフィルムの複屈折性を積極的に利用して、積層体として第２の光学異
方性層に要求される光学特性を満足する態様であっても、また支持体にはレターデーショ
ンがほぼ０のフィルム（例えば、特開２００５－１３８３７５号公報に記載のセルロース
アシレートフィルム等）を用いて、前記硬化性液晶組成物からなる層のみで、要求される
光学特性を満足する態様であってもよい。
【００７７】
　負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルムは一般的なポリマーフィルムであってもよい。負
ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フィルムが一般的なポリマーフィルムである場合、偏光子と貼
り合わせることができる。また、ポリマーフィルムである負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性フ
ィルムは単独の部材として、例えば、光学補償フィルムとして液晶表示装置に組み込むこ
とも可能である。
【００７８】
　前記ポリマーフィルムの材料としては、上述の条件を満たす範囲であればどのような材
料を用いてもよく、光学性能、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性に優れるポリ
マーが好ましい。例えば、ポリカーボネート系ポリマー、ポリエチレンテレフタレートや
ポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー、ポリメチルメタクリレート等の
アクリル系ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）
等のスチレン系ポリマー等が挙げられる。また、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリ
オレフィン、エチレン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、塩化ビニ
ル系ポリマー、ナイロンや芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、
スルホン系ポリマー、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系
ポリマー、ポリフェニレンスルフィド系ポリマー、塩化ビニリデン系ポリマー、ビニルア
ルコール系ポリマー、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシ
メチレン系ポリマー、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーを混合したポリマーも例
として挙げられる。
【００７９】
　また、前記ポリマーフィルムを形成する材料としては、熱可塑性ノルボルネン系樹脂を
好ましく用いることができる。熱可塑性ノルボルネン系樹脂としては、日本ゼオン（株）
製のゼオネックス、ゼオノア、ＪＳＲ（株）製のアートン等が挙げられる。
【００８０】
　また、前記ポリマーフィルムを形成する材料としては、従来偏光板の透明保護フィルム
として用いられてきたセルロース系ポリマー（以下、セルロースアシレートという）を特
に好ましく用いることができる。セルロースアシレートの代表例としては、トリアセチル
セルロースが挙げられる。セルロースアシレート原料のセルロースとしては、綿花リンタ
や木材パルプ（広葉樹パルプ，針葉樹パルプ）などがあり、何れの原料セルロースから得
られるセルロースアシレートでも使用でき、場合により混合して使用してもよい。これら
の原料セルロースについての詳細な記載は、例えば、丸澤、宇田著、「プラスチック材料
講座（１７）繊維素系樹脂」日刊工業新聞社（１９７０年発行）や発明協会公開技報公技
番号２００１－１７４５号（７頁～８頁）に記載のセルロースを用いることができ、前記
セルロースアシレートフィルムに対しては特に限定されるものではない。
【００８１】
　また、前記ポリマーフィルムを形成する材料としては、Ｒｔｈ発現剤を含むことが好ま
しい。「Ｒｔｈ発現剤」とはフィルムの厚み方向に複屈折を発現する性質を有する化合物
である。Ｒｔｈ発現剤としては、２５０ｎｍ～３８０ｎｍの波長範囲に吸収極大を有する
分極率異方性の大きい化合物が好ましい。Ｒｔｈ発現剤のセルロースアシレート１００質
量部に対する含有量は０．１～３０質量％が好ましく、１～２５質量％がさらに好ましく
、３～１５質量％がよりさらに好ましい。尚、前記セルロースアシレートフィルムをソル
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。前記Ｒｔｈ発現剤を添加するタイミングについて特に制限はなく、アルコール、メチレ
ンクロライド、ジオキソラン等の有機溶媒にＲｔｈ発現剤を溶解してから、セルロースア
シレート溶液（ドープ）に添加するか、又は直接ドープ組成中に添加してもよい。
前記Ｒｔｈ発現剤としては、下記一般式（Ｉ）で表される化合物を特に好ましく使用でき
る。
【００８２】
【化２１】

【００８３】
式中、Ｘ21は、単結合、－ＮＲ24－、－Ｏ－又はＳ－であり；Ｘ22は、単結合、－ＮＲ25

－、－Ｏ－又はＳ－であり；Ｘ23は、単結合、－ＮＲ26－、－Ｏ－又はＳ－である。また
、Ｒ21、Ｒ22、及びＲ23は、それぞれ独立に、アルキル基、アルケニル基、芳香族環基又
は複素環基であり；Ｒ24、Ｒ25及びＲ26は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ア
ルケニル基、アリール基又は複素環基である。
【００８４】
以下に前記一般式（Ｉ）で表される化合物の好ましい例（Ｉ－（１）～ＩＶ－（１０））
を下記に示すが、本発明はこれらの具体例に限定されるものではない。
【００８５】
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【化２２】

【００８６】
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【化２３】

【００８７】
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【化２４】

【００８８】
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【化２５】

【００８９】
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【化２６】

【００９０】
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【化２７】

【００９１】
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【００９２】
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【化２９】

【００９３】
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【００９４】
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【化３１】

【００９５】
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【００９６】
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【化３３】

【００９７】
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【化３４】

【００９８】
前記Ｒｔｈ発現剤としては下記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物も好ましい。以下に一
般式（ＩＩＩ）の化合物に関して詳細に説明する
【００９９】

【化３５】

【０１００】
一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ12、Ｒ14、Ｒ15はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を表し、Ｒ
11、Ｒ13はそれぞれ独立に水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2はそれぞれ独立に単
結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、Ａｒ2は
アリール基又は芳香族へテロ環を表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2、Ａ
ｒ1はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なって
おり、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
【０１０１】
一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ12、Ｒ14、Ｒ15はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を表す。前
記置換基としては後述の置換基Ｔが適用できる。
【０１０２】
一般式（ＩＩＩ）におけるＲ12として好ましくは、水素原子、アルキル基、アルコキシ基
、アミノ基、水酸基であり、より好ましくは、水素原子、アルキル基、アルコキシ基であ
り、更に好ましくは水素原子、アルキル基（好ましくは炭素数１～４、より好ましくはメ
チル基である。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～１２、より好ましくは炭素数１
～８、更に好ましくは炭素数１～６、特に好ましくは炭素数１～４）である。特に好まし
くは水素原子、メチル基、メトキシ基であり、最も好ましくは水素原子である。
【０１０３】
一般式（ＩＩＩ）におけるＲ14として好ましくは、水素原子又は電子供与性基であり、よ
り好ましくは水素原子、アルキル基、アルコキシ基、アミノ基、水酸基であり、更に好ま
しくは、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基（好まし
くは炭素数１～１２、より好ましくは炭素数１～８、更に好ましくは炭素数１～６、特に
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、炭素数１～４のアルコキシ基であり、最も好ましくは水素原子、メトキシ基である。
【０１０４】
一般式（ＩＩＩ）におけるＲ15として好ましくは、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基
、アルコキシ基、アミノ基、水酸基であり、より好ましくは、水素原子、アルキル基、ア
ルコキシ基であり、更に好ましくは水素原子、アルキル基（好ましくは炭素数１～４より
好ましくはメチル基である。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～１２、より好まし
くは炭素数１～８、更に好ましくは炭素数１～６特に好ましくは炭素数１～４）である。
特に好ましくは水素原子、メチル基、メトキシ基である。最も好ましくは水素原子である
。
【０１０５】
一般式（ＩＩＩ）におけるＲ11、Ｒ13はそれぞれ独立に水素原子又はアルキル基を表し、
Ｒ11、Ｒ13は互いに異なっており、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
ここでヘテロ原子とは水素原子、炭素原子以外の原子のことを表し、酸素原子、窒素原子
、硫黄原子、リン、ケイ素、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ）、ホウ素などが挙げら
れる。Ｒ11、Ｒ13で表されるアルキル基としては、直鎖、分岐、又は環状であって、置換
もしくは無置換のアルキル基を表し、好ましくは置換もしくは無置換の炭素数１～３０の
アルキル基、炭素数３～３０の置換もしくは無置換のシクロアルキル基、炭素数５～３０
の置換もしくは無置換のビシクロアルキル基（つまり、炭素数５～３０のビシクロアルカ
ンから水素原子を一個取り去った一価の基。）、更に環構造が多いトリシクロ構造などが
挙げられる。
【０１０６】
Ｒ11、Ｒ13で表されるアルキル基の好ましい例としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル
、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル、ｎ－ペンチル基、ｉｓｏ－
ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｔｅｒｔ－オクチル基
、２－エチルヘキシル基、ｎ－ノニル基、１，１，３－トリメチルヘキシル基、ｎ－デシ
ル基、２－ヘキシルデシル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、２－ヘキセニル基
、オレイル基、リノレイル基、リノレニル基等を挙げることができる。また、シクロアル
キル基としては、シクロヘキシル、シクロペンチル、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル、
ビシクロアルキル基としては、ビシクロ［１，２，２］ヘプタン－２－イル、ビシクロ［
２，２，２］オクタン－３－イルなどを挙げることができる。
【０１０７】
Ｒ11として更に好ましくは水素原子、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピ
ル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル基であり、最も好ましくはメチル基である
。Ｒ13として特に好ましくは、炭素原子２個以上を含むアルキル基であり、より好ましく
は炭素原子３個以上を含むアルキル基である。分岐又は環状構造をもったものは特に好ま
しく用いられる。
【０１０８】
以下にＲ13で表されるアルキル基の具体例（Ｏ－１～Ｏ－２０）を挙げて説明するが、本
発明は以下の具体例によって何ら限定されることはない。尚、下記具体例中、「＃」は酸
素原子側を意味する。
【０１０９】
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【化３６】

【０１１０】
一般式（ＩＩＩ）におけるＡｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、繰り返し単
位中のＡｒ1は、すべて同一であっても異なっていてもよい。また、Ａｒ2はアリール基又
は芳香族へテロ環を表す。一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1で表されるアリーレン基として好
ましくは炭素数６～３０のアリーレン基であり、単環であってもよいし、さらに他の環と
縮合環を形成してもよい。また、可能な場合には置換基を有してもよく、置換基としては
後述の置換基Ｔが適用できる。Ａｒ1で表されるアリーレン基としてより好ましくは炭素
数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニレン基、ｐ－メチルフ
ェニレン基、ナフチレン基などが挙げられる。一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ2で表されるア
リール基として好ましくは炭素数６～３０のアリール基であり、単環であってもよいし、
さらに他の環と縮合環を形成してもよい。また、可能な場合には置換基を有してもよく、
置換基としては後述の置換基Ｔが適用できる。Ａｒ2で表されるアリール基としてより好
ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフェニル基、ｐ
－メチルフェニル基、ナフチル基などが挙げられる。
【０１１１】
一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1、Ａｒ2で表される芳香族ヘテロ環は、酸素原子、窒素原子又
は硫黄原子のうち少なくとも１つを含む芳香族ヘテロ環であることができ、好ましくは５
～６員環の酸素原子、窒素原子又は硫黄原子のうち少なくとも１つを含む芳香族ヘテロ環
である。また、可能な場合にはさらに置換基を有してもよい。置換基としては後述の置換
基Ｔが適用できる。
【０１１２】
一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1、Ａｒ2で表される芳香族ヘテロ環の具体例としては、例えば
、フラン、ピロール、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリジン、ピラジン、ピ
リダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、プリン、チアゾリン
、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキサジアゾール、キノ
リン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キナゾリン、シンノリ
ン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テトラゾール、ベンズイ
ミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリアゾール、テトラザイ
ンデン、ピロロトリアゾール、ピラゾロトリアゾールなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環
として好ましいものは、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、
ベンゾトリアゾールである。
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一般式（ＩＩＩ）中、Ｌ1、Ｌ2はそれぞれ独立に単結合、又は２価の連結基を表す。Ｌ1

、Ｌ2は、同じであってもよく異なっていてもよい。また、繰り返し単位中のＬ2は、すべ
て同一であっても異なっていてもよい。
　前記二価の連結基として好ましいものは、－Ｏ－、－ＮＲ―（Ｒは水素原子又は置換基
を有してもよいアルキル基又はアリール基をあらわす）、－ＣＯ－、－ＳＯ2－、－Ｓ－
、アルキレン基、置換アルキレン基、アルケニレン基、置換アルケニレン基、アルキニレ
ン基及びこれらの二価の基を２つ以上組み合わせて得られる基であり、その内より好まし
いものは－Ｏ－、－ＮＲ－、－ＣＯ－、－ＳＯ2ＮＲ－、－ＮＲＳＯ2－、－ＣＯＮＲ－、
－ＮＲＣＯ－、－ＣＯＯ－、及びＯＣＯ－、アルキニレン基である。Ｒは好ましくは水素
原子を表す。
【０１１４】
本発明における一般式（ＩＩＩ）で表される化合物において、Ａｒ1はＬ1及びＬ2と結合
するが、Ａｒ1がフェニレン基である場合、Ｌ1-Ａｒ1－Ｌ2、及びＬ2-Ａｒ1－Ｌ2は互い
にパラ位（１，４－位）の関係にあることが特に好ましい。
【０１１５】
一般式（ＩＩＩ）中、ｎは３以上の整数を表し、好ましくは３～７であり、より好ましく
は３～６であり、さらに好ましくは３～５である。
【０１１６】
前記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物としては、下記一般式（ＩＶ）及び（Ｖ）で表さ
れる化合物を特に好ましく用いることができる。
【０１１７】
【化３７】

【０１１８】
一般式（ＩＶ）中、Ｒ12、Ｒ15は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し、Ｒ11、
Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2は、それぞれ独立に
、単結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、Ａ
ｒ2はアリール基又は芳香族へテロ環を表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2

、Ａｒ1はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異な
っており、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
【０１１９】
一般式（ＩＶ）中、Ｒ12、Ｒ15、Ｒ11、Ｒ13は一般式（ＩＩＩ）におけるそれらと同義で
あり、また好ましい範囲も同様である。また、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、Ａｒ2についても一般式
（ＩＩＩ）におけるそれらと同義であり、好ましい範囲も同様である。
【０１２０】
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【化３８】

【０１２１】
　一般式（Ｖ）中、Ｒ12、Ｒ15はそれぞれ独立に水素原子又は置換基を表し、Ｒ11、Ｒ13

、Ｒ14はそれぞれ独立に水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2はそれぞれ独立に単結
合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、Ａｒ2はア
リール基又は芳香族へテロ環を表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2、Ａｒ1

はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なっており
、Ｒ13で表されるアルキル基はへテロ原子を含まない。
【０１２２】
　一般式（Ｖ）中、Ｒ12、Ｒ15、Ｒ11、Ｒ13は一般式（ＩＩＩ）におけるそれらと同義で
あり、また好ましい範囲も同様である。また、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、Ａｒ2は一般式（ＩＩＩ
）におけるそれらと同義であり、好ましい範囲も同様である。
　一般式（Ｖ）において、Ｒ14は水素原子又はアルキル基を表し、アルキル基としてはＲ
11、Ｒ13の好ましい例として示したアルキル基が好ましく用いられる。前記Ｒ14として好
ましくは、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、より好ましくは水素原子又は
炭素数１～３のアルキル基であり、さらに好ましくはメチル基である。Ｒ11とＲ14とは同
一であってもよいし異なっていてもよいが、ともにメチル基であることが特に好ましい。
【０１２３】
　また、前記一般式（Ｖ）で表される化合物としては、一般式（Ｖ―Ａ）もしくは一般式
（Ｖ－Ｂ）で表される化合物も好ましい。
【０１２４】

【化３９】

【０１２５】
一般式（Ｖ－Ａ）中、Ｒ12、Ｒ15は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し、Ｒ11

、Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2は、それぞれ独立
に、単結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族へテロ環を表し、
ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ2、Ａｒ2はそれぞれ同一であっても異なってい
てもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なっており、Ｒ13で表されるアルキル基はヘテロ
原子を含まない。
【０１２６】
一般式（Ｖ―Ａ）中、Ｒ12、Ｒ15、Ｒ11、Ｒ13、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、ｎは一般式（ＩＩＩ
）におけるそれらと同義であり、また好ましい範囲も同様である。
【０１２７】
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【化４０】

【０１２８】
一般式（Ｖ－Ｂ）中、Ｒ12、Ｒ15は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し、Ｒ11

、Ｒ13、Ｒ14は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｌ1、Ｌ2は、それぞ
れ独立に、単結合又は二価の連結基を表す。Ａｒ1はアリーレン基又は芳香族ヘテロ環を
表し、ｎは３以上の整数を表し、ｎ種存在するＬ1、Ａｒ2はそれぞれ同一であっても異な
っていてもよい。ただしＲ11、Ｒ13は互いに異なっており、Ｒ13で表されるアルキル基は
ヘテロ原子を含まない。
【０１２９】
一般式（Ｖ―Ｂ）中、Ｒ12、Ｒ15、Ｒ11、Ｒ13、Ｒ14、Ｌ1、Ｌ2、Ａｒ1、ｎは一般式（
ＩＩＩ）及び（Ｖ）におけるそれらと同義であり、また好ましい範囲も同様である。
【０１３０】
以下に前述の置換基Ｔについて説明する。置換基Ｔとして好ましくはハロゲン原子（例え
ば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、アルキル基（好ましくは炭素数１
～３０のアルキル基、例えばメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｔ
－ブチル基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基）、シクロアルキル基（好ましくは
、炭素数３～３０の置換又は無置換のシクロアルキル基、例えば、シクロヘキシル基、シ
クロペンチル基、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル基）、ビシクロアルキル基（好ましく
は、炭素数５～３０の置換又は無置換のビシクロアルキル基、つまり、炭素数５～３０の
ビシクロアルカンから水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、ビシクロ［１
，２，２］ヘプタン－２－イル、ビシクロ［２，２，２］オクタン－３－イル）、アルケ
ニル基（好ましくは炭素数２～３０の置換又は無置換のアルケニル基、例えば、ビニル基
、アリル基）、シクロアルケニル基（好ましくは、炭素数３～３０の置換又は無置換のシ
クロアルケニル基、つまり、炭素数３～３０のシクロアルケンの水素原子を一個取り去っ
た一価の基である。例えば、２－シクロペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－
イル）、ビシクロアルケニル基（置換又は無置換のビシクロアルケニル基、好ましくは、
炭素数５～３０の置換又は無置換のビシクロアルケニル基、つまり二重結合を一個持つビ
シクロアルケンの水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、ビシクロ［２，２
，１］ヘプト－２－エン－１－イル、ビシクロ［２，２，２］オクト－２－エン－４－イ
ル）、アルキニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換のアルキニル基、例
えば、エチニル基、プロパルギル基）、アリール基（好ましくは炭素数６～３０の置換又
は無置換のアリール基、例えばフェニル基、ｐ－トリル基、ナフチル基）、ヘテロ環基（
好ましくは５又は６員の置換又は無置換の、芳香族又は非芳香族のヘテロ環化合物から一
個の水素原子を取り除いた一価の基であり、さらに好ましくは、炭素数３～３０の５又は
６員の芳香族のヘテロ環基である。例えば、２－フリル基、２－チエニル基、２－ピリミ
ジニル基、２－ベンゾチアゾリル基）、
【０１３１】
シアノ基、ヒドロキシル基、ニトロ基、カルボキシル基、アルコキシ基（好ましくは、炭
素数１～３０の置換又は無置換のアルコキシ基、例えば、メトキシ基、エトキシ基、イソ
プロポキシ基、ｔ－ブトキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、２－メトキシエトキシ基）、ア
リールオキシ基（好ましくは、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールオキシ基、例
えば、フェノキシ基、２－メチルフェノキシ基、４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシ基、３
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－ニトロフェノキシ基、２－テトラデカノイルアミノフェノキシ基）、シリルオキシ基（
好ましくは、炭素数３～２０のシリルオキシ基、例えば、トリメチルシリルオキシ基、ｔ
ｅｒｔ－ブチルジメチルシリルオキシ基）、ヘテロ環オキシ基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のヘテロ環オキシ基、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ基、
２－テトラヒドロピラニルオキシ基）、アシルオキシ基（好ましくはホルミルオキシ基、
炭素数２～３０の置換又は無置換のアルキルカルボニルオキシ基、炭素数６～３０の置換
又は無置換のアリールカルボニルオキシ基、例えば、ホルミルオキシ基、アセチルオキシ
基、ピバロイルオキシ基、ステアロイルオキシ基、ベンゾイルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェニルカルボニルオキシ基）、カルバモイルオキシ基（好ましくは、炭素数１～３０の置
換又は無置換のカルバモイルオキシ基、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイルオキシ基
、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイルオキシ基、モルホリノカルボニルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジ
－ｎ－オクチルアミノカルボニルオキシ基、Ｎ－ｎ－オクチルカルバモイルオキシ基）、
アルコキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキ
シカルボニルオキシ基、例えばメトキシカルボニルオキシ基、エトキシカルボニルオキシ
基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルオキシ基、ｎ－オクチルカルボニルオキシ基）、アリ
ールオキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリー
ルオキシカルボニルオキシ基、例えば、フェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－ｎ－ヘキサデシルオキシフェノキシカルボニルオキシ
基）、
【０１３２】
アミノ基（好ましくは、アミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルアミノ基
、炭素数６～３０の置換又は無置換のアニリノ基、例えば、アミノ基、メチルアミノ基、
ジメチルアミノ基、アニリノ基、Ｎ－メチル－アニリノ基、ジフェニルアミノ基）、アシ
ルアミノ基（好ましくは、ホルミルアミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキ
ルカルボニルアミノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールカルボニルアミノ基
、例えば、ホルミルアミノ基、アセチルアミノ基、ピバロイルアミノ基、ラウロイルアミ
ノ基、ベンゾイルアミノ基）、アミノカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数１～３０
の置換又は無置換のアミノカルボニルアミノ基、例えば、カルバモイルアミノ基、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアミノカルボニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノカルボニルアミノ基、モ
ルホリノカルボニルアミノ基）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～
３０の置換又は無置換アルコキシカルボニルアミノ基、例えば、メトキシカルボニルアミ
ノ基、エトキシカルボニルアミノ基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルアミノ基、ｎ－オク
タデシルオキシカルボニルアミノ基、Ｎ－メチルーメトキシカルボニルアミノ基）、アリ
ールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリー
ルオキシカルボニルアミノ基、例えば、フェノキシカルボニルアミノ基、ｐ－クロロフェ
ノキシカルボニルアミノ基、ｍ－ｎ－オクチルオキシフェノキシカルボニルアミノ基）、
スルファモイルアミノ基（好ましくは、炭素数０～３０の置換又は無置換のスルファモイ
ルアミノ基、例えば、スルファモイルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスルホニルアミ
ノ基、Ｎ－ｎ－オクチルアミノスルホニルアミノ基）、アルキル及びアリールスルホニル
アミノ基（好ましくは炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルスルホニルアミノ、炭
素数６～３０の置換又は無置換のアリールスルホニルアミノ基、例えば、メチルスルホニ
ルアミノ基、ブチルスルホニルアミノ基、フェニルスルホニルアミノ基、２，３，５－ト
リクロロフェニルスルホニルアミノ基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノ基）、メル
カプト基、アルキルチオ基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルチ
オ基、例えばメチルチオ基、エチルチオ基、ｎ－ヘキサデシルチオ基）、アリールチオ基
（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールチオ基、例えば、フェニルチオ
基、ｐ－クロロフェニルチオ基、ｍ－メトキシフェニルチオ基）、ヘテロ環チオ基（好ま
しくは炭素数２～３０の置換又は無置換のヘテロ環チオ基、例えば、２－ベンゾチアゾリ
ルチオ基、１－フェニルテトラゾール－５－イルチオ基）、
【０１３３】
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スルファモイル基（好ましくは炭素数０～３０の置換又は無置換のスルファモイル基、例
えば、Ｎ－エチルスルファモイル基、Ｎ－（３－ドデシルオキシプロピル）スルファモイ
ル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルスルファモイル基、Ｎ－アセチルスルファモイル基、Ｎ－ベンゾ
イルスルファモイル基、Ｎ－（Ｎ’フェニルカルバモイル）スルファモイル基）、スルホ
基、アルキル及びアリールスルフィニル基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置
換のアルキルスルフィニル基、６～３０の置換又は無置換のアリールスルフィニル基、例
えば、メチルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ｐ－メ
チルフェニルスルフィニル基）、アルキル及びアリールスルホニル基（好ましくは、炭素
数１～３０の置換又は無置換のアルキルスルホニル基、６～３０の置換又は無置換のアリ
ールスルホニル基、例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、フェニルスルホ
ニル基、ｐ－メチルフェニルスルホニル基）、アシル基（好ましくはホルミル基、炭素数
２～３０の置換又は無置換のアルキルカルボニル基、炭素数７～３０の置換又は無置換の
アリールカルボニル基、例えば、アセチル基、ピバロイルベンゾイル基）、アリールオキ
シカルボニル基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリールオキシカルボ
ニル基、例えば、フェノキシカルボニル基、ｏ－クロロフェノキシカルボニル基、ｍ－ニ
トロフェノキシカルボニル基、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシカルボニル基）、アルコ
キシカルボニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキシカルボニル
基、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボ
ニル基、ｎ－オクタデシルオキシカルボニル基）、カルバモイル基（好ましくは、炭素数
１～３０の置換又は無置換のカルバモイル基、例えば、カルバモイル基、Ｎ－メチルカル
バモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－オクチルカルバモイル
基、Ｎ－（メチルスルホニル）カルバモイル基）、アリール及びヘテロ環アゾ基（好まし
くは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールアゾ基、炭素数３～３０の置換又は無置
換のヘテロ環アゾ基、例えば、フェニルアゾ基、ｐ－クロロフェニルアゾ基、５－エチル
チオ－１，３，４－チアジアゾール－２－イルアゾ基）、イミド基（好ましくは、Ｎ－ス
クシンイミド基、Ｎ－フタルイミド基）、ホスフィノ基（好ましくは、炭素数２～３０の
置換又は無置換のホスフィノ基、例えば、ジメチルホスフィノ基、ジフェニルホスフィノ
基、メチルフェノキシホスフィノ基）、ホスフィニル基（好ましくは、炭素数２～３０の
置換又は無置換のホスフィニル基、例えば、ホスフィニル基、ジオクチルオキシホスフィ
ニル基、ジエトキシホスフィニル基）、ホスフィニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のホスフィニルオキシ基、例えば、ジフェノキシホスフィニルオキ
シ基、ジオクチルオキシホスフィニルオキシ基）、ホスフィニルアミノ基（好ましくは、
炭素数２～３０の置換又は無置換のホスフィニルアミノ基、例えば、ジメトキシホスフィ
ニルアミノ基、ジメチルアミノホスフィニルアミノ基）、シリル基（好ましくは、炭素数
３～３０の置換又は無置換のシリル基、例えば、トリメチルシリル基、ｔｅｒｔ－ブチル
ジメチルシリル基、フェニルジメチルシリル基）を表わす。
【０１３４】
上記の置換基の中で、水素原子を有するものは、これを取り去りさらに上記の基で置換さ
れていてもよい。そのような官能基の例としては、アルキルカルボニルアミノスルホニル
基、アリールカルボニルアミノスルホニル基、アルキルスルホニルアミノカルボニル基、
アリールスルホニルアミノカルボニル基が挙げられ、具体例としては、メチルスルホニル
アミノカルボニル基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノカルボニル基、アセチルアミ
ノスルホニル基、ベンゾイルアミノスルホニル基が挙げられる。
【０１３５】
　また、置換基が二つ以上ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には
互いに連結して環を形成してもよい。
【０１３６】
一般式（Ｖ－Ａ）で表される化合物として好ましいものは、Ｒ11がいずれもメチル基であ
り、Ｒ12、Ｒ15がいずれも水素原子であり、Ｒ13が炭素原子３個以上をもつアルキル基で
あり、Ｌ1が、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＮＲ－、－ＳＯ2ＮＲ－、－ＮＲＳＯ2－、
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子、置換基を有してもよいアルキル基、アリール基を表す。好ましくは水素原子である。
）であり、Ｌ2が－Ｏ－又はＮＲ－（Ｒは水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、
アリール基を表す。好ましくは水素原子である。）であり、Ａｒ1がアリーレン基であり
、ｎが３～６であるものを挙げることができる。
【０１３７】
以下に一般式（Ｖ－Ａ）及び（Ｖ－Ｂ）で表される化合物に関して具体例をあげて詳細に
説明するが、本発明は以下の具体例によって何ら限定されることはない。
【０１３８】
【化４１】

【０１３９】
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【化４２】

【０１４０】

【化４３】

【０１４１】
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【化４４】

【０１４２】
【化４５】

【０１４３】
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【０１４４】
【化４７】

【０１４５】
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【化４８】

【０１４６】
　一般式（ＩＩＩ）で表される化合物はまず置換安息香酸を合成した後に、この置換安息
香酸とフェノール誘導体もしくはアニリン誘導体との一般的なエステル反応もしくはアミ
ド化反応によって合成でき、エステル結合、アミド結合形成反応であればどのような反応
を用いてもよい。例えば、置換安息香酸を酸ハロゲン化物に官能基変換した後、フェノー
ル誘導体もしくはアニリン誘導体と縮合する方法、縮合剤あるいは触媒を用いて置換安息
香酸とフェノール誘導体もしくはアニリン誘導体を脱水縮合する方法などが挙げられる。
　一般式（ＩＩＩ）で表される化合物の製造方法としては、製造プロセス等を考慮すると
置換安息香酸を酸ハロゲン化物に官能基変換した後、フェノール誘導体もしくはアニリン
誘導体と縮合する方法が好ましい。
【０１４７】
　一般式（ＩＩＩ）で表される化合物の製造方法においては、反応溶媒として、炭化水素
系溶媒（好ましくはトルエン、キシレンが挙げられる。）、エーテル系溶媒（好ましくは
ジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサンなどが挙げられる）、ケトン系溶媒
、エステル系溶媒、アセトニトリル、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなど
を用いることができる。これらの溶媒は単独でも数種を混合して用いてもよく、前記溶媒
として好ましくはトルエン、アセトニトリル、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトア
ミドである。
【０１４８】
　反応温度としては、好ましくは０～１５０℃、より好ましくは０～１００℃、更に好ま
しくは０～９０℃であり、特に好ましくは２０℃～９０℃である。
　また、本反応には塩基を用いないのが好ましい。塩基を用いる場合には有機塩基、無機
塩基のどちらでもよく、好ましくは有機塩基であり、ピリジン、３級アルキルアミン（好
ましくはトリエチルアミン、エチルジイソプルピルアミンなどが挙げられる）である。
【０１４９】
　一般式（Ｖ－Ａ）及び（Ｖ－Ｂ）で表される化合物は、公知の方法で合成することがで
き、例えば、ｎ＝４である化合物の場合、下記構造Ａを有する原料化合物と水酸基、アミ
ノ基等の反応性部位を有する誘導体との反応により得られた下記中間体Ｂ　２分子を、下
記化合物Ｃ　１分子により連結することによって得ることができる。ただし、一般式（Ｖ
－Ａ）及び（Ｖ－Ｂ）で表される化合物の合成法はこの例に限定されない。
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【０１５０】
【化４９】

【０１５１】
式中、Ａは水酸基、ハロゲン原子等の反応性基を表し、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、及びＲ15は先
に記載した通りであり、Ｒ4は水素原子もしくは前述のＯＲ14で表される置換基である。
【０１５２】

【化５０】

【０１５３】
式中、Ａ’はカルボキシル基等の反応性基を表し、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、Ｒ15、Ａｒ
1、及びＬ1は先に記載した通りである。
【０１５４】
【化５１】

【０１５５】
式中、Ｂ及びＢ’は水酸基、アミノ基等の反応性基を表し、Ａｒ2及びＬ2は先に記載した
Ａｒ1、Ｌ1と同義である。
【０１５６】
　上記一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）～（Ｖ）で表される本発明におけるＲｔｈ発現剤のセル
ロースアシレート１００質量部に対する含有量は０．１～３０質量％が好ましく、１～２
５質量％がさらに好ましく、３～１５質量％がよりさらに好ましい。
　前記セルロースアシレートフィルムをソルベントキャスト法により製造する場合は、前
記Ｒｔｈ発現剤をドープ中に添加してもよい。前記Ｒｔｈ発現剤を添加するタイミングに
ついて特に制限はなく、アルコール、メチレンクロライド、ジオキソラン等の有機溶媒に
Ｒｔｈ発現剤を溶解してから、セルロースアシレート溶液（ドープ）に添加するか、又は
直接ドープ組成中に添加してもよい。
【０１５７】
　前記Ｒｔｈ発現剤として、前記一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）～（Ｖ）で表される化合物の
一種を単独で用いてもよいし、２種類以上混合して用いることができる。また、本発明に
おいては、一般式（Ｉ）、（ＩＩＩ）～（Ｖ）で表されるＲｔｈ発現剤の併用も好ましい
。
【０１５８】
前記セルロースアシレートフィルムは、波長分散調整用として紫外線吸収剤を含有してい
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てもよい。紫外線吸収剤は、Ｒｔｈ発現剤としても機能し得る。前記紫外線吸収剤として
は、例えば、オキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、サリチル酸
エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノアクリレート系化合物、ニッケル錯
塩系化合物等を挙げることができるが、着色の少ないベンゾトリアゾール系化合物が好ま
しい。また、特開平１０－１８２６２１号公報、特開平８－３３７５７４号公報に記載の
紫外線吸収剤、特開平６－１４８４３０号公報記載の高分子紫外線吸収剤も好ましく用い
られる。前記第２の光学異方性層として用いるセルロースアシレートフィルムには、紫外
線吸収剤としては、偏光子や液晶の劣化防止の観点から、波長３７０ｎｍ以下の紫外線の
吸収能に優れており、且つ、液晶表示性の観点から、波長４００ｎｍ以上の可視光の吸収
が少ないものが好ましい。
【０１５９】
　本発明に有用なベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤の具体例として、２－（２’－ヒド
ロキシ－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，
５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－
３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒ
ドロキシ－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾー
ル、２－（２’－ヒドロキシ－３’－（３”，４”，５”，６”－テトラヒドロフタルイ
ミドメチル）－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２，２－メチレンビス（４
－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イ
ル）フェノール）、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフ
ェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル
）－６－（直鎖及び側鎖ドデシル）－４－メチルフェノール、オクチル－３－〔３－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－（クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）
フェニル〕プロピオネートと２－エチルヘキシル－３－〔３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシ－５－（５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェニル〕プロピ
オネートの混合物等を挙げることができるが、これらに限定されない。また、市販品とし
て、チヌビン（ＴＩＮＵＶＩＮ）１０９、チヌビン（ＴＩＮＵＶＩＮ）１７１、チヌビン
（ＴＩＮＵＶＩＮ）３２６（何れもチバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株）製）を好ま
しく使用できる。
【０１６０】
前記セルロースアシレートフィルムは、可塑剤としてトリフェニルホスフェート、ビフェ
ニルホスフェート等を含有していてもよい。
【実施例】
【０１６１】
光学シミュレーションを実施することにより効果の確認を行った。光学計算には、シンテ
ック社製のＬＣＤ　Ｍａｓｔｅｒ　Ｖｅｒ６．０８を用いた。ＶＡ液晶材料およびＲＧＢ
パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ層としては、図３の複屈折Δｎの波長分散を有する材料を
用い、ＶＡ液晶材料の配向はプレチルト角８９°でほぼ垂直配向とし、ＬＣＤ　Ｍａｓｔ
ｅｒの拡張機能を使用して４分割のマルチドメインで計算を行った。また、基板のセルギ
ャップは３．６μｍとし、液晶セルの厚み方向のレターデーションＲｔｈは波長４５０ｎ
ｍで３１８ｎｍ、波長５５０ｎｍで３００ｎｍ、波長６５０ｎｍで２９５ｎｍとした。Ｖ
Ａ液晶に印加する電圧は、白表示時における電圧を４．０Ｖ、黒表示時における電圧を０
．０Ｖとした。偏光膜にはＧ１２２０ＤＵを用い、各Ｒ、Ｇ、Ｂのカラーフィルタを通過
後に図４の透過率となる光源を用いた。このようにして図２（ｇ）に示す構成のＶＡ液晶
表示装置とした。
【０１６２】
　ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層として、Δｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）がそれぞれ
０．０１４４、０．００４８となる順分散性のものを実施例1及び実施例２、Δｎｃ（４
５０）－Δｎｃ（６５０）が０．００００の波長分散がないものを比較例１、Δｎｃ（４
５０）－Δｎｃ（６５０）が－０．０１４４の逆分散性のものを比較例２として、上記の
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方法で計算を行った。実施例１、２、比較例１、２の負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層につ
いて、Δｎｃ（λ）をプロットしたグラフを図５に示す。
【０１６３】
　これらのＶＡ液晶表示装置に対し、ＲＧＢパターニング正ａ－ｐｌａｔｅ層の膜厚を０
.１～１.５μｍの範囲で０.１μｍ刻み、かつ負ｃ－ｐｌａｔｅ層の膜厚を０.１～３.５
μｍの範囲で０.１μｍ刻みで変化させながら、各極角および方位角における光漏れ量の
計算を行った。極角を０°～６０°の範囲で２０°刻み、方位角を０°～３６０°の範囲
で２２.５°刻みで変化させたときの各ｕ’ｖ’（色味を表す色度情報：ＣＩＥ（国際照
明委員会）表色系を数学的に変換して得られる均等色空間のＬｕ’ｖ’表色系から得られ
る）を座標プロットしたときの距離の最大値をカラーシフトΔｕ’ｖ’とし、ＲＧＢパタ
ーニング正ａ－ｐｌａｔｅ層と負ｃ－ｐｌａｔｅ層の膜厚を変化させたときのΔｕ’ｖ’
の最小値とΔｎｃ（４５０）－Δｎｃ（６５０）の関係を表しグラフとした。ここで、極
角６０°で方位角４５°におけるコントラストの正面コントラストとの比が１％以上、５
％以上、１０％以上と各基準を設けてプロットした。結果を図６に示す。
【０１６４】
　図６に示した結果から、波長分散を逆分散、分散なし、ＶＡ液晶材料より小さい順分散
、ＶＡ液晶材料より大きい順分散の順で、カラーシフトΔｕ’ｖ’の最小値が小さいこと
がわかる。すなわち、順分散性をＶＡ液晶材料より大きくすることにより、高コントラス
トを維持しながら色視野角が広範囲で改善された液晶表示装置を提供することが可能であ
ることがわかる。
　一般的に、ディスプレイには要求される好ましい視野角性能として、極角６０°で方位
角４５°におけるコントラストの正面コントラストとの比が１０％以上であること、及び
、カラーシフトΔｕ’ｖ’ が０．０５以下、好ましくは、０．０２以下であることがあ
げられるが、図６から、本発明の液晶表示装置はこの視野角性能をほぼ満たしていること
がわかる。
【図面の簡単な説明】
【０１６５】
【図１】本発明の液晶表示装置用基板の一例の概略断面図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の一例の概略断面図である。
【図３】実施例で用いたパターニング正ａ－ｐｌａｔｅ層の複屈折Δｎの波長分散を示し
た図である。
【図４】実施例で用いた光源の各Ｒ、Ｇ、Ｂのカラーフィルタを通過後の透過率を示した
図である。
【図５】実施例１、２、比較例１、２のＶＡモード液晶表示装置における負ｃ－ｐｌａｔ
ｅ光学異方性層について、Δｎｃ（λ）をプロットしたグラフである。
【図６】実施例１、２、比較例１、２のＶＡモード液晶表示装置において、極角６０°で
方位角４５°におけるコントラストの正面コントラストとの比を１％以上、５％以上、１
０％以上としたときのカラーシフトをプロットしたグラフである。
【符号の説明】
【０１６６】
１１　液晶表示装置用基板
１２　基板
１３　カラーフィルタ層
１３Ｒ　赤色のカラーフィルタ層
１３Ｇ　緑色のカラーフィルタ層
１３Ｂ　青色のカラーフィルタ層
１４　ブラックマトリクス
１５　パターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層
１５ｒ　赤色のカラーフィルタに対するパターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層
１５ｇ　緑色のカラーフィルタに対するパターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層
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１５ｂ　青色のカラーフィルタに対するパターニング正ａ－ｐｌａｔｅ光学異方性層
１６　負ｃ－ｐｌａｔｅ光学異方性層
１７　負ｃ－ｐｌａｔｅ光学補償シート
２１　透明電極層
２２　配向層
２３　ＶＡ液晶層
２４　ＴＦＴ
２５　セルロースアセテートフィルム
２６　偏光層
２７　液晶セル
２８　偏光板（バックライト側）
２９　偏光板（表示側）

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】

【図６】
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